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研究成果の概要（和文）：科学的根拠に基づいた学習知識が、日常的な文脈において人から人へ伝達される一連
のプロセスを示したLearning Partner Model （以下、LPM）を用いて、学習内容が地域へ普及する可能性につい
て検討した。3自治体の健康教育講座受講生およびその家族または友人を対象に、講座の前後および3か月後に自
記式質問紙調査を実施した。その結果、双方の知識の変化を確認することができた。

研究成果の概要（英文）：LPM is a series of processes that learning knowledge based on scientific 
grounds is transmitted from a person to a person in daily context. Self-administered pre-test, 
post-test, and follow-up test questionnaire surveys were conducted among attendees of a health 
education course session focusing on cancer (primary participants) and their family members or 
friends (secondary participants) in three communities in Japan. The questionnaires comprised items 
regarding socio-demographic characteristics, cancer prevention and control knowledge in Japan, and 
relations between primary and secondary participants. This study demonstrated the feasibility of 
implementing a learning partner model in conjunction with community health education programs 
conducted by local governments in Japan. Further studies are necessary to build on the experience of
 this study and refine implementation and evaluation strategies.

研究分野：ヘルスプロモーション
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 国民の 2人に 1人が一生涯のうちにがんに
罹患すると推計されており、がん対策は喫緊
の課題である[1]。地域でがん対策を推進する
には、科学的根拠のあるがん対策情報を普及
させると同時に、国民ががんに目を向ける文
化を育む必要がある。 
 適切ながん対策情報は、例えば一次予防に
関するものでは、国際機関や諸外国の関係機
関をはじめ、我が国でも整備が進められてい
る[2-6]。2012 年に策定された政府の第二次
がん対策推進基本計画では、がんの教育・普
及啓発が新たな分野として加えられたが、系
統立てた学校教育による児童生徒への教育
とは異なり、成人へのがん教育の機会は整備
されていないのが現状である。 
 研究代表者は、これまで若手研究（B）に
おいて、米国でおよそ 20 年間かけて構築さ
れてきた Learning Partner Model（以下、
LPM）を用いて、自治体主催の市民向け講座
の形成的評価を実施している。LPM とは、
市民向け講座の受講者である地域住民が、主
要な社会的ネットワークである家族や友人
へがん対策情報の伝達を行うためのパッケ
ージを提示したものである。米国の先行事例
では、講座の受講者のがん対策情報に関する
認知度・態度に変化が認められるとともに、
その家族や友人など講座を受講していない
者にも同様の変化が認められたことが報告
されていた[7]。一方、研究代表者が現地への
訪問等、先行事例調査を経て実施したわが国
の 2自治体における市民向け講座の評価研究
では、講座前後の知識に変化が認められたの
は受講者のみであったことから、プログラム
を通じた非受講者への普及啓発のための工
夫が課題として残った[8]。 
 研究代表者は、既に厚生労働省の各種研究
事業において、がんの家庭用教材および指導
用資料の開発[9-10]やがん対策を推進する住
民活動の実態把握[11]を行い、がん対策情報
の普及方法のあり方について発表している
[8,12-14]。その中で学校教育を通じた子ども
から大人へのがん対策情報普及については
一定の成果をあげていることから[10]、本研
究では、さらに成人から成人への普及に発展
させた地域の生涯教育における LPM の有用
性検討と地域のがん対策支援に視点をあて
計画されたものである。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、自治体の市民向け講座の運営に
LPM を導入し、がん対策情報を地域住民に
普及させるためのプログラムを開発するこ
とを目的とした。 
 
３．研究の方法 
 3 自治体の行政事業協力型保健ボランティ
ア等の健康教育講座受講生（第 1学習者）お
よびその家族または友人で講座を受講して
いない者各 1名（第 2学習者）を対象に、が

んの知識を提供する講座の事前、事後および
3 か月後（フォローアップ）に自記式質問紙
調査を実施した。講座では、ワークシートを
用いて第 1学習者から第 2学習者へがんの知
識を提供するよう呼びかけた。質問項目は、
属性、がん予防知識、第 1学習者と第 2学習
者の関係性とした。148 ペアから有効回答が
得られた。統計解析には Mann-Whitney の U
検定、Friedmann 検定を用いた。多重比較に
は Bonferroni 法を用いて検討した。 
 
４．研究成果 
 表 1に対象者の特性を示す。第 1学習者は、
女性、専業主婦（夫）の割合が多いのに対し、
第 2学習者は、男性の割合がやや多く、労働
者が 7割近くを占めた。 
 
 

 
 表 2ならびに図 1に、がん予防知識得点の
推移を示す。事前、事後およびフォローアッ
プ調査のがん予防得点平均値は、第 1学習者
と第2学習者それぞれにおいて有意であった
（p＜0.05）。第 1学習者と第 2学習者ともに、
事後とフォローアップ調査におけるがん予
防得点平均値が事前調査と比して高かった
（p＜0.05）。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表１ 対象者の特性 （N=148） 

N (%) N (%)
Sex
  male 15 (10.1) 85 (57.4)
  female 133 (89.9) 63 (42.6)

Type of Employment
  housewife/househusband 103 (69.6) 45 (30.4)
  office worker 2 (1.4) 28 (18.9)
  self-employed people 7 (4.7) 10 (6.8)
  agriculture 5 (3.4) 9 (6.1)
  part-time job 14 (9.5) 14 (9.5)
  others 15 (10.1) 41 (27.7)
  no answer 2 (1.4) 1 (0.7)

mean SD mean SD
Age 64.4 7.93 60.5 14.29

Primary Secondary

total mean SD mean SD
Pre test 5.24 2.35 4.24 2.25 <0.001
Post test 6.76 1.66 5.57 2.24 <0.001
Follow-up test 6.34 2.01 5.31 2.20 <0.001
p-value: Mann-Whitney U test

Primary Secondary
p-value

表 2 がん予防知識得点：第 1学習者と第 2学習者の比較 
（N=148） 

図１ がん予防知識得点：平均点の変化 （N=148） 



 本研究では、自治体の健康教育講座におけ
るLPMの実現可能性を検討するためのパイロ
ットスタディを実施し、先行研究では見られ
なかった第2学習者の知識の変化を確認する
ことができた。LPM の適用により、第 1 学習
者が知識の伝達相手を想像しながら受講し
たり、伝達するためのツールを第 2学習者と
共有したりすることで、第 1・第 2 学習者と
もに知識を向上させることができる可能性
が示された。 
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